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第二次和木町特定事業主行動計画 

 

令和３年４月１日 

和木町長 

和木町議会議長 

和木町教育委員会 

１ 総論 

（１）計画策定の趣旨 

近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がその

個性と能力を十分に発揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の

職業生活における活躍」という。）が一層重要となっていることに鑑み、女

性の職業生活における活躍を推進し、豊かで活力ある社会を実現することを

目的として女性の職業生活における活躍の推進に関する法律が制定されまし

た。（平成２７年９月４日公布。平成２８年４月１日施行。以下「女性活躍

推進法」という。）そして、同法第１５条第１項の規定により、地方公共団

体の機関（以下「特定事業主」という。）は、国が定める行動計画策定指針

に即して、特定事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組に関する計画（以下「特定事業主行動計画」という。）の策定が義務

付けされました。 

 

（２）女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画とは 

女性職員が働きやすく、ますます活躍できるような環境作りに向けて、採

用から管理職への登用に至るまで、あらゆる段階において女性の職業生活に

おける活躍の取り組みを進めていくことを目指して、「和木町特定事業主行

動計画」（以下「第一次行動計画」という。）を平成２８年４月に策定し、

推進してきました。 

第一次行動計画では、新規採用職員に占める女性の割合、職員に占める女性

管理職の割合、職員一人当たりの超過勤務の状況、育児休業の取得率など、女

性職員の活躍に関し、数値目標および具体的な取り組みを設定して推進してき

ましたが、今後さらなる改善・向上を図るため、「第二次和木町特定事業主行

動計画」（以下、「本計画」という。）を策定しました。 

 

（３）本計画の位置づけ 

本計画は、女性の職業生活における活躍を推進することを目的とするもの

で、女性職員の活躍のための計画です。 
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（４）本計画の実施期間 

女性活躍推進法は、１０年間の時限立法となっており、事業主行動計画策

定指針では、計画期間内に数値目標の達成を目指すことを念頭に概ね２～５

年程度に設定し、定期的に行動計画の進捗を検証しながら、その改定を行う

ことが望ましいとされており、段階的に見直しを図れるよう、第一次行動計

画の期間は、平成２８年４月１日から令和３年３月３１日までの５年間、本

計画の期間は、令和３年４月１日から令和８年３月３１日までの５年間とし

ます。 

 

（５）行動計画の推進体制 

この計画を推進するため、職員安全衛生委員会において計画の実施、達成状

況の点検・評価を行います。 

また、必要に応じて計画を見直すこととします。 
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２ 具体的な内容 

（１）女性の採用・登用 

  ①女性職員の採用 

多くの女性が活躍できるよう、女性職員の採用の拡大は重要です。公務に

期待される能力を有する多くの優秀な女性が幅広く採用できるよう、採用試

験の受験者拡大に向け、積極的な広報活動を実施します。 

 

【目標】 

このような取組みを通じて、令和７年度までの採用者の女性割合を３

０％以上にします。 

 

  ②女性職員の登用 

   女性職員への職域拡大等による多様な職務機会の付与や、能力・意欲向上

のためのキャリア研修や管理職に求められる住民説明・企画立案等の業務

経験等を積むことができる部署への積極的な配置等を積極的に行うことで、

管理的地位にある職員への女性の登用拡大やキャリア形成支援を図ります。 

また、性別にかかわらない公正な人事評価に基づく成績主義の原則に基づ

いた率先した取組みを実施します。 

 

【目標】 

このような取組みを通じて、令和７年度までに、管理的地位にある職

員に占める女性割合を、第一次行動計画の策定時に定めた平成２７年度

の実績（２６％）より４％以上引き上げ、３０％以上にすることを目標

とします。 

 

（２）既存制度の周知徹底 

   育児休業、特別休暇、時間外勤務の制限、共済組合による出産費用の給付

等の経済的な支援措置など、仕事と家庭の両立を支援する制度について、庁

内ＬＡＮ等を通じて通知し、制度の内容やその活用の在り方などに関する

情報を提供します。 

（３）妊娠中及び出産後における配慮 

妊娠中及び出産後を通じて、母子の健康を適切に確保するため次の取組 

みを行い、職場全体で母性保護及び母性健康管理に配慮します。 

①業務分担の見直し 

職員が妊娠を申し出た場合、所属長は職場内の仕事の分担の見直しを  
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行い、その職員の負担とならないよう母性保護に努めるとともに、特定の職

員に負担がかかることのないよう配慮します。 

②超過勤務時間 

妊娠中の職員に対しては、原則、超過勤務を命じないこととします。 

  ③車での通勤 

   妊娠中における職員の通勤や育児休業から復帰後の職員が、幼稚園、保育

所等へ子どもの送迎を行う場合は、状況に応じて車での通勤ができるよう

配慮します。 

 

（４）男性の子育て目的の休暇等の取得促進 

   男性職員の育児参加を促進するため、次の取組みを行い、休暇制度等の積

極的な活用を促します。 

  ①育児のための休暇を取得しやすい環境の整備 

   妻が出産する場合の特別休暇（３日間）、育児参加のための特別休暇（５

日間）及び年次休暇の取得の促進を図るため、所属長は、父親となる職員に

休暇の取得を促進するとともに、取得しやすい職場の環境づくりに努めま

す。 

 

【目標】 

このような取組みを通じて、令和７年度までに、父親となるすべての職

員が、２日間以上の特別休暇を取得することを目標とします。 

 

（５）育児休業等を取得しやすい環境の整備 

   育児休業等に対する職員一人一人の意識改革を進めるため、次の取組み

を行い、育児休業等を取得しやすい環境づくりに努めます。 

 ①育児休業等の制度の説明 

   妊娠を申し出た職員に対しては、個別に育児休業等の制度や手続きにつ

いて説明を行います。 

  ②男性の育児休業等の取得促進 

男性職員の育児休業等の取得促進を図るため、制度の周知徹底を図り、男

性職員が現実的に取得できる職場の雰囲気づくりに努めます。 

  ③育児休業取得時の代替要員の確保 

   職員が育児休業に入る際には、所属長は職員が安心して休業できるよう

職場内の仕事の分担の見直しを行います。 

また、必要に応じて任期付採用、臨時的任用及び非常勤職員の採用により、
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代替要員の確保に努めます。 

④育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

所属長は、スムーズな職場復帰ができるよう、休業中の職員に職場や業務

の状況について、定期的に情報提供を行います。 

また、復職時におけるＯＪＴ研修等を実施するなど、円滑に職場復帰でき

る環境の整備に努めます。 

 

【目標】 

このような取組みを通じて、令和７年度までに、男性職員の育児休業の

取得率を１０％以上とすることを目標とし、女性職員は１００％を維持し

ます。 

 

(６)超過勤務の縮減 

   超過勤務の上限時間「原則 月４５時間以下、年３６０時間以下」及び育

児を行う職員の深夜勤務・超過勤務の制限措置等の制度を周知し、その活用

を促すとともに、より一層の超過勤務の縮減に向け、次の取組みを進めます。 

①小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員の深夜勤務及び超過勤

務の制限の制度の周知 

小学校就学始期に達するまでの子どもを育てる職員に対して、深夜勤務及

び超過勤務を制限する制度について、周知します。 

②一斉定時退庁日の実施 

ノー残業デー(毎週水曜日)を徹底するため、庁内放送及び電子メール等に

よる注意喚起により、定時退庁の徹底を促します。 

また、定時退庁ができない職員が多い部署を人事担当課が把握し、管理職

員への指導の徹底を図ります。 

③業務の見直し 

  新規事業が生じる中で、超過勤務を縮減するために、既存業務について合

理化等の見直しを行い、事務の簡素・合理化を推進します。 

④職場の環境整備 

所属長は、率先して早期退庁し、職員が退庁しやすい環境づくりに努めま

す。 

⑤その他 

超過勤務の多い職員に対し、人間ドック等の積極的な受診を促すなど、健

康面における配慮を充実します。 

また、長時間の超過勤務者に対する遅出勤務制度の導入について、今後検

討を行います。 
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(７)年次休暇の取得の促進 

   年次休暇の取得促進のため、所属長は業務配分の見直し、職場内における

応援体制の確立、自ら率先した年次休暇の取得等、職員が年次休暇を取得し

やすい環境づくりに努め、個々の職員の年次休暇等取得状況を定期的に把

握し、取得日数の少ない職員については、年次休暇の取得を促します。 

①年次休暇の取得の促進 

子どもの学校行事等への参加や家族の記念日等における年次休暇の計画

的取得等により、年次休暇の取得を促します。 

また、職員が安心して年次休暇の取得ができるよう、日頃から事務処理等

の共有化を図り、休暇により不在であっても業務に支障が生じないように努

めます。 

②連続休暇の取得の促進 

   ゴールデンウィーク期間や夏季休暇期間の前後における年次休暇の取得、

月曜日・金曜日と休日を組み合わせた年次休暇の取得などにより、連続休暇

の取得促進を図ります。 

また、所属長はゴールデンウィーク、お盆等の時期における公式会議の開

催を自粛し、自ら率先して年次休暇を取得するなど、職員が連続休暇を取得

しやすい環境の整備に努めます。 

  ③子どもの看護休暇等の取得の促進 

   中学校就学前の子どもの病気等の際には、子どもの看護休暇等の特別休

暇(年間５日間)や年次休暇を活用して、休暇を取得しやすい職場の環境づ

くりに努めます。 

 

【目標】 

このような取組みを通じて、令和７年度までに、年次休暇取得日数を

平均１２日以上とすることを目標とします。 

 

(８)職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正のための取組み 

  男性職員、女性職員ともにお互いの能力が発揮できるよう、固定的な役割分

担の意識の解消に努めます。 

 

(９)子育てを行う女性職員の活躍推進に向けた取組み 

  任命権者は、経験や専門性を活かした任用等を通じ、多様なキャリア形成支

援を行い、個々の女性職員が能力や適性を十分に発揮できる環境づくりを進
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めます。 

  また、管理職の登用に向けては、女性職員自らがキャリア形成に向けた意識

やマネジメント能力を高める必要があることから、任命権者は女性職員に対

し、キャリア形成やマネジメント能力向上のための研修を実施します。 

 

(１０)その他の次世代育成支援対策に関する事項 

  地域社会の中で、子どもたちの豊かな人間性を育むための次世代育成支援

対策について、次の取り組みを積極的に推進していきます。 

①子育てバリアフリー 

乳幼児と一緒に安心して来庁できるよう、ベビーシート等の設置など子育

てバリアフリー対策に努めます。 

また、外部からの来庁者の多い庁舎においては、乳幼児用図書、玩具の設

置等を計画的に行います。 

②子ども・子育てに関する地域貢献活動 

地域に貢献する子育て支援活動への参加に意欲のある職員が、機会を捉え

て子どもが参加するスポーツ・文化活動への参加、地域に貢献する子育て支

援活動に積極的に参加しやすい職場の環境づくりに努めます。 

③子どもを交通事故から守る活動の支援 

地域の交通安全活動への職員の積極的な参加を支援します。 

また、公用車や自家用車の運転中に交通事故を起こさないよう、職員への

綱紀粛正を呼びかけます。 

④子どもとふれあう機会の充実 

和木町親睦会で行う福利厚生事業の実施にあたっては、子どもを含めた家

族全員が参加できるように配慮します。 
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和木町教育委員会特定事業主行動計画 

 

 和木町教育委員会事務局等の職員に適用する和木町教育委員会特定事業主行

動計画は、第二次和木町特定事業主行動計画に準ずることとする。 
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和木町議会事務局特定事業主行動計画 

 

 和木町議会事務局の職員に適用する和木町議会事務局特定事業主行動計画は、

第二次和木町特定事業主行動計画に準ずることとする。 


